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と地元経済団体、行政の主体的とりくみこそが、決定的に重要になっているといえる。   






点検するところにおかれている。書名を rリゾート開発と住民j としたのも、このような  
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ある。   
さらにこの調査報告書においては、最近「バブルの崩壊」に伴って次々に明るみに出て  
いるリゾート開発の歪みに共通する問題である、「地元不在のリゾ「斗開発」という事態   
が丹後の場合どうなっているかに注目している。その上で、どうすればリゾート開発を地  





























随した問題点、企業と地元自治体との関係を検討する。   









































を契機に内需拡大・地域活性化の鍵としてブームが広がったと推測できるのである。   
したがって、このようなブームが起きるほどリゾート政策が求められたのは何故かとい  
－1－   
うことを考えるためには、80年代の、特にリゾートを最も早く提唱した「緑陽日本構想」  



















推進することが、構造転換を進めるうえでの「積極的対応」だとする姿勢をしめしている。   









か。   
例えば、①の場合、労働時間短縮は現実には進んでおらず、その改善の兆しは一向に見  











［2］リゾートビジネスは何をねらっているのか   


























ている。   
こうした幅広い分野からの新規参入の狙いは、①成長性高い新規分野への進出（または  











ある。   













－4－   
に開けてくるのである。業者にとってはまことに都合よくできた制度と言える。   
開発現場で展開されている画一的な開発は、専らこうした資金回収面の論理が貫かれた  
結果である。この論理が徹底されれば、「開発収入」獲得のためだけに施設が作られ、地  

























5）「総合保養地域整備法」の「基本方針」（昭和62年10月15日公表）の、「1．意義   
及び理念」による。  
－5－   



































問題点について、以下考察する2）。   
【リ リゾート法の構造  
全15条から成るこの法律は、以下の3つの部分に分けることができる。   
























－7－   
て、箇所数は、数箇所程度」の3つであり、原則として市町村の字を単位として設定され  
る。   













































































































の主体性について、重大な手続き上の骨抜きになる可能性が多大にある。   
結局、リゾート法はその狙いとする法構造そのものと予定する運用方法とが相侯って、  
「内需拡大」のみを狙いとする大企業本位の立法であったとの詰りを免れ得ないのである。  
1）鈴木茂・小淵港編『リゾートの総合的研究一国民の「休養権」と公共責任－』晃洋   
書房，1991年，47頁。  
2）事実関係について『同上割二大野隆男・佐々木勝書・中山研十著・『リゾート開発   
を問う』新日本出版社，1991年など参照。  
3節 リゾート開発の進行と住民   









－11－   
れに伴って雇用効果■所得効果・税収効果が現われ、地場産業も活気づくことが期待きれ  













Ⅰ－3－1図 観光収入の波及効果（沖縄県、1988年）  
出所）沖縄県覿光文化局「批収入の鰹済効果綱査」  
（綱tは脚日本交i交址が受托）  
（資料） 九州経済調査協会『リゾートと地域経済」71頁  
－12一   
雇用効果は、第一次雇用効果がホテル・旅館をはじめ19，253人で、二次以降を合わせる  
と34，011人〈県内就業者給数の6．8％〉にのほる。しかし、管理職のほとんどが県外から  
の派遣で地元住民はゴルフ場のキャディかローン丁キーパ÷′にボーイ、 り土イトレス等、  
上級職には就けていない。それに、雇用効果といっても、最近の景気の拡大ど共に各地方  
においても労働力不足であり、リゾート産業を撮興させるためにはむしろ労働力の確保が  




















資料）恩納村   
（資料）－ 九州経清調査協会『リゾ∵トと地域経済』72頁  






担は大きくなるばかりであるユ）。   
もう一つの土地問題も深刻である。マンション建設ブームは沖縄県にも飛び火し、恩納  




Ⅰ－3－3図 恩納村の水需要と1人1日最大給水1の推移  








（資料） 九州経済調査協会rリゾートと地域経済』74貢  
－14－   
竃が生じてきている。以上のことは沖縄だけでなく湯沢や他のリゾート先進地でも同様の  
傾向が見られる。   













































である（Ⅰ一3－4図）。   
建設が特に集中した岩原地区では、地価が86年の坪15万円から3年間で10倍にも跳ね上  













85  90   ！柑  ll†l  l●   
資料）鶉沢町  
（資料） 九州経済調査協会「リゾートと地域経済j75貫  
－16－   
がった。地価上昇に伴って固定資産税も急増しているが、上下水道や道路・公園等の整備  
と消防・ゴミ処理に頭を悩ます湯沢町の社会的費用は増税分だけではとてもまかなえな  




反対している8）。   
行政も住民も問題意識を明確にする以前に辛が進行してしまったということもあるが、  
早い時期からマンションに対する姿勢をはっきりさせていれば、指導要綱も効果があり、  






しい理念のもとにつくられた環境条例「潤いある町づくり条例」である9）。   
また旅館組合が業界の仲間固めをし、観光協会と共同で総合事務所を創って、大手リゾー  
ト資本に対抗している。地元は一体となって、9階建リゾートマンションの計画を4階に  
























－18－   























1節 丹後地方の地域経済   




－19－   
囲1澗年 囚1978年 因19紺年 囚l澗年   
津市はそれぞれ独立した生活圏を形成していると考えられるが、丹後半島では峰山町が中  
心的な地位にあるようだ。また丹波の福知山市のそれは7，789人とはるかに多く、北近畿  
の中心都市として丹後にも影響を与えている。   
丹後半島は中国山地の東縁に当たり、山がちで小平野・盆地が散在している2）。若狭湾  














－20－   







［3］ 産業の現状  
（D産業別就業者の推移 労働力人口が減少している中で、産業別構成はどうなっている  
だろうか。一～三次産業別に見ると、丹後全体で一次産業は激減、二次産業は高度成長期  










（∋高校生の就職先 労働力人口が減少している要因のひとつに若者の流出がある。ここ  
ではその実体を高校生の就職先から明らかにしてみよう。高校生の就職の管轄は京都府職  
業安定所であり、丹後では舞鶴市と峰叫町の2ケ所にある。それぞれの管轄は、舞鶴が舞  







ー21－   





【4］ 各産業の概況  




したすいかなどの栽培が多い。   
人工林が少ないため林業は薪炭材の利用中心であったが、現在では需要がなく停滞して  








業であることがわかる。   
丹後縮緬の業界の特徴は、西陣の下請けの零細な問屋制家内工業である。また女性従業  
者が中心でかつ兼業者が4割、高齢化も進み平均年齢は51歳である。もともと農林水産業  

























いる。   
丹後全体の工業製品出荷額の合計額は二1980年の1β58億円から1989年の1，704億円まで  
落ち込んでいて、縮緬の不況が直接現われているb縮緬業の停滞が丹後の経済に直結して  
いるといえ、縮緬業の復活は丹後のためにも是非七も必要であろう。   








増えつつある。また、久美浜町には原子力発電所の建設計画もぁるム   
④商業 不振の織物業や農業を補うものとして、観光業への期待が高まってきた。それ  
に伴い商業も活発になってきたが、ここ数年は頭打ちである。これは観光客の滞在率の低  
さが主な原因であると考えられる。   
商圏中心地指数は住民1人当たりの年間販売額を京都府全体と比べたもめで、1を超え  




丹波北部から若狭湾にかけては福知山市が商圏の中心地となっているようだ。   











































2節 丹後リゾート開発構想の策定   
［1］ 丹後リゾート計画策定までの経緯   
1987年、国会において稔合保養地域整備法，いわゆるリゾート法が制定され，た。丹後リ  
ゾート構想はこの法律に基づいて策定され、1989年10月に全国で15番目に国の承認をうけ  












































































破壊など、行政側の規制面に関する立ち後れがみられる。   
④についてであるが、丹後地域は交通網の整備の遅れと観光開発の停滞があいま■って発  
























内容にある。   
［3］ 重点整備地区での開発計画3）  
次に各重点整備地区ごとの整備方針について述べてみたい。府では、丹後地域を8つの  
重点整備地区に分けて整備を進めていくとしている。8つの重点整備地区（丹後リゾート  
圏域図参照）は次のとおりである。   
①久美浜湾地区（網野町、久美浜町） スポーツ・保養のヘルシーリゾートゾーンと題  
して静穏な内湾、日本海を隔てる雄大な砂州が織りなす美しい景観のもと、海洋性スポー  
ツ、野外活動や四季の食べ物、温泉等をいかした総合的なリゾートゾ「ンとし、丹後リゾー  
ー28－   
．????
トの西の拠点にするとしでいる。   




トゾ「ンにするとしている。   
③丹後半島海岸地区（伊根町、丹後町） 豊かな自然の体験型リゾ⊥トゾーンとして、  
伊根の舟屋、青島、立岩、丹後松島などの風光明媚な丹後半島海岸地区や、天然鮎の宝庫  
として有名な芋川渓流などの海岸背後の原生的な自然を生かした自然体験型のリゾートゾー  
ンを計画し、温泉や新鮮な海の幸を楽しむ健康・保養施設の充実を図るとしている。・   






















































ー30－   
L．  

















3節 計画の実施状況と問題尉）   
【1］ 計画の現状  
ここでは丹後リゾート構想のうち具体化しつつある計画と構想には含まれていない鱒間  
施設の現状を地区ごとにとりあげてみたい。   
①網野峰山地区   






－31－   
濁廃水によってこの琴引浜に対して致命的影響を与えてしまう恐れがある。京都府は、こ  
のCCZ計画に関して環境アセスメントを行なったが、そのやり方に対して批判が強く出さ  









為とますます塩水化が進むのではと懸念される。   





害等の発生が懸念されている。   
d．日和田地域ゴルフ場計画 KLSライセンススクール（有）が、ゴルフ場開発のため  
用地を取得しているが、計画の詳細な内容は不明である。しかし手‘の町画対象埠域は久美  
浜地区の水源であり水汚染が心配されているので環境ナもスメントは必須であるといえる。  










有志等七っく為第三セクタこを予定しており、コーズゐ維持、管理は農協、漁協、森林組 合が当たるなど地元主達の逮営を徹底す為ようであ一る。この計画は農薬問題に対Lても独  
－32－   
自の方法で対処してお．り、地元主導の「無公害め」ゴルフ場建設が実現すればゴルフ場開  
発の1つのモデルケースにな’りそうである（『日本経済新E削1990年5月14［1付）。  
（9丹後半島高原地区   











ど交流事業も行っている。   
b．木子ゴルフ場 計画の詳細ははっきりしないが、国営農地を対象とするのではない  
かと地元では危供されている。この計画の対象地域は、天然鮎の産卵場所として有名な宇  
川の源流でありJ汚染が心配されているごてざ   
④宮津湾岸地区  








当たっているが、用地取得はあまり進んでいない。   




－33一   
は唯一の娯楽施設である。集客力ある施設が期待されるものの、計画の具体的中身が公表  
されていない。同計画はホテル建設を含んでおりホテル計画のみが実現したなどという結  
果は避けてほしい。   
c．浜地区のホテル建設計画 長谷工コーポレ」シヨンが浜地区にホテルを建設しよう  
としたものであるが、地元の反対により計画は停止しているといわれるb∴   










a．ゴルフ場 由良、石浦地区にザ・サイプレスゴルフクラブによって計画中であると  
されるが、地主の反対■が強く、計画は進行していないといわれる。   




可能性を秘めているということがわかる。   






















試案をまとめている（『日本経済新聞』1990年7月1日付）。   
［2］ 計画が引き起こした問題  
丹後リゾート開発iま8つの重点整備地区を中心に徐々た進められつつあるか、、その結果  

















ー35－   
ト化を推し進めていくうえで非常に重要なものであるが、民間業者の利権への思惑によっ  
























1）この節は、京都弁護士会F丹後リゾートのあり方をめぐって 討議資札」、日本経   
済新聞、京都新聞等をペースにして書いたものである。  
－36一   




ついて宮津市をとりあげてふみこんだ検討をしてみたレ㌔   
前章でも明ちかにされたように、丹後地方は過疎化、高齢化などに悩み、未来は決して  
明るぐないここの章で′は、その中でも諸問題を顕著に示す宮津市に注目してみた。しかも  





1節 宮津市の地域経済   




西廻り海運の港町としでも賑わい、江戸時代以降、縮緬機業も発達したという歴史をもつ。   









一37一   
Ⅲ－1－1表 宮津市の人口の増減  
（単位：件、人、％）  
1955   1965   1975   1980   1985   1990   
世  帯   7，789   8，233   8，615   9，023   8，897   8，845   
人  口  36，200  33，285  30，194  28，881  27，895  26，450   
65歳以上人口比率  9．4   12．7   15．0   17．1   20．2  
（資料）「宮津市統計書」   
Ⅲ－1－2表 産業別年齢別人口構成  
（単位：人、％）  
総 数   15▼29   30－49   50－69   65以上   
稔  計   14，625   14．6   42．9   31．3   11．1（1630）   
第 一 次   乙060   2．1   12．0   47．1   38．9（799）   
第 二 次   4，222   14．3   49．4   31．6   4．7（198）   











Ⅲ－1－3表 観光入り込み客状況  
（単位：千人、％）  
総  数  宿  泊  日  帰  宿泊率   
1984年   2，221   556   1，665   25．0   
1985年   2，232   548   1，684   24．5   
1986年   2，271   550   1，721   24．2   
1987年   2，280   543   1，737   23．8   
1988年   2，430   571   1，859   23．5   
宿泊率   









90％以上が1ha未満で、そのうちの597件が0．3ha未満の零細農家である4）。   
漁業は、就業人口にあまり変動は見られず、漁獲量が上昇している。宮津市の漁業は団  
体経盲が多いのが目に付く。  
Ⅲ－1－4表 農業戸数の推移  
（単位：件、人）  
農 家  専業   兼 業 農 家  農 家  就 業  
総 数  農 家   計   第1種  第2種  人 口  人．口   
1965年   2，508   490  2，018   737   1，281  12，169   4 50
1970年   2，280   313   1，967   423   1，544  10，417   3 843
1975年   2，060   265   1，795   335   1，460   8，862   2，818   
1980年   1，927   265   1，662   271   1，391   7，880   2，572   
1985年   1，770   264   1，506   221   1，285   7，081   2，322   
1990年   1，483   243   1，240   134   1，106   5，825   1，965  
（資料）F宮津市統計書」  






Ⅲ－1－5表 工業の推移  
（単位：人、百万円）  
1965   1975  1980   1985   1987  
工  場  数   510   839  680   586  506   
従 業 員 数   2，864   3，178  2，605   2，145   1，803   
出  荷  額   382   1  312   1，899   1，865   1，851   
（資料），『宮津市統計書」  
ー39－   
［6］ 商  業  
観光地ということで、商店・飲食店の数は多く、また年齢層も幅広い（Ⅲ－1－2表）。  
しかし、店の規模は小さく従業員は平均4．6人である。また飲食店についてみると、1982  
年以降は商店数、従業員数、販売額とも減少を重ねている（Ⅲ－1－6表）。   
商店街、市場はすべて宮津地区に固まっている。地区別にみても宮津地区に7割弱の商  
店が集中している。スーパーの店舗面積も1，000Ⅱfを超える店は2軒しかない。  
Ⅲ－j－6表 商業の推移  
（単位：人、百万円）  
商  店  一般飲食店  
商店数  従業員  販売額  商店数  従業員  販売額   
1979年   624   2，424   3，207   170   403   144   
1982年   683   2，673   4，592   191   425   176   
1985年   638   2，486   4，282   124   370   164  
1988年   636   2，894   4，821   107   324   152   
（資料）「富津市総合計画策走資料準』  








数が多い、。宮津駅では39．5万人の絵利用者のうち20．4万人が定期利用している5）。   
［8］小  指  
日本の過疎地域は産業の先行きが暗く、非常に困難な状態にあるのが現状だが、富津市  




－40－   
ないであろう。不鱒の織物業なギを確うものとして観光業に期待する甲もまだ難しいよう  
である。   
高度経済成長の時期に発展した工業も、その中心とならた縮緬業の停滞と、それに代わ  












1）京都府『京都府統計書』1990年。・   
2）京都府『京都府統計書』1989年。、   
3）宮津市『第4次宮津市総合計画策走資料集』1988年。   
4）京都府『京都府統計書』1990年。  
5）京都府『京都府統計乱＝989年。 ただし、当時宮津線はJR西日本管革。   










－41－   




























という、地元地域産業重視の姿勢が示されている。   
さらに、「京阪神の大都市の週末や長期滞在近郊型リゾートT海と高原、雪と温泉、海  
の幸を生かした四季型リゾート・自然景観、歴史風土に包まれた遊びとイベントのネット  





姿勢も伺える。   
このように、市当局のリゾート開発への基本的スタンスは、「地元の振興・活性化を図  
るために、プラス面を最大限に、マイナス面を最小限に」であるといってよいだろう。   















る。第2、第3対象年度は、同上従業員数±純増減に、10万円を乗じたものとされている）。   
このほかに、立地のための便宜を供与することノも盛り込まれでいる。具体的には、用地  






－43－   
の目的は′、言辞市のすぐれた美しい自然と住民の生活環境を守り、て調和のとれた秩序ある  
計画的なまちづくりを進めるために、＝市内において開発行為及び建築行為を行なうものに  





が施行する開発行為で市長が特に認める場合は除外されていることに注目した†、。   
っぎに、開発行為等が細l」される地域として、①上水道、簡易水道等の水源に影塾を∫及  
ぼす恐れのあろ地域、②災害の発生が想定される地域、③文化財、埋蔵文化財包蔵地及び  
その周辺地域、④虜観保存等市長が掛こ認める地域が、指定されている。   
さらに、自然景観の保全に閑して時、開発区域内の緑化を図る、海岸敷からの一定間隔  
を保持する、建物を低層化する等、環境の維持に努め、風敦美観を損わないようにしなけ  
ればならないとされている。   
公共施設の問題に？いては、開発区域内に必要な公共施設等を自ら整備し、賓用を負担  
しなければならない。しかも、市長が必要と一認めた場合、それらの施設を無償で市に譲渡  














措置を講じなければならない。   
指導要綱では、こりほか、建築物の高苧制限に関する規定、駐車場の確保についても定  
一44－   
めている。   
［4］宮津市のリゾート計画～第4次宮津市総合計画4）～   
宮津市では、1991年3月に、第4次稔合計画を策定した。丹後リゾート構想を受けて、  
宮津市の新総合計画もリゾートを中心的な柱に位置づけたもめとなっている。   






基本姿勢を明確に確認することができる。   




















一45－   




れた活用をはかり、自然と共生するリゾートづくりを推進するというものである。   
③地区別計画 上記の基本方針にそい、次のような地区別の整備計画が掲げられている。  
これについても、府の丹後リゾート構想重点地域計画と同じ内容を市総合計画において再  








トタウン」を創出する。   
さらに、文珠・府中観光ゾ「ンでは、「天橋立観光拠点」として、既存観光施設のリニュ丁  
アル、町並みの修景、自然環境の保全を図りつつ、新たにイベント広場、スポ」ッ施設、  





場として親水拠点づくりをすすめる。   








－46－   








，1）宮津市『宮津市議会議事録』1987～91年による。   
2）宮津市『宮津市企業立地促進条例』1989甲こ与る0   
3）宮津市『宮津市開発行為等に関する指導要綱』1990年による。   
4）宮津市『富津市第4次稔合計郵1991科；よる。   


















－47－   






ナスになるのではないかという不安も抱いている。環境破壊については4つの団体が心配   
している。   
ただ、開発のメインとなる物がまだ病想段階ということもあり、これから忽惧される細  












という心配もなきれていた。   






破壊・ゴミ問題等、精神的なマイナスがあろだろうと述べていた。   
北近畿タンゴ鉄道に関しては、今後は駅からのアクセスやダイヤの便利さを充実させ、  
－48－   
丹後の宣伝も行う等、対応も積極的なものがみられ、リゾ」ト開発による地元の活性化に  







は、地元住民への働きかけが小さいということごその分行政指導型になりがちというこ と  
が指摘されていた。土産物組合では組合内部に色々な問題を抱えていて、そこまではいっ  
ていないということである。   
大規模開発・自然破壊に対する不安は一様に認めている。地元と調和した個性的な開発  
を望む声が共通してみられた。また、料飲組合では、リゾートマンションの有害性の指摘  
があった。   
















団体の回答者が、曹公共性を重視し＼自然を生かした開発を望んでいるよ したがって、分  
－49－   
譲マンションには疑問だとする意見もあった。また、実際問題とミして、労働条件や滞在費  
の高さから長期滞在型リゾートは無理ではないか、とする意見もあった。  
























間に合わなくなるのではないかとも思える。   
全般に外来のリゾート開発■に対して楽観的な見方をする傾向が見う、けられる。従来の天  
橋立観光だけでは厳しい観光産業、各産業の雇用問題、後継者問題、過疎化問題等、宮敵ミ  













1）宮津市農協‘一現在組合員数3，903名、職員数130名で、地域振興を目的とし資金・共   
済・営農・販売各事業を行っている。  
2）宮津農業委員会⊥選出された31名より成り、農地部会、農業振興部会を持ち、農地   
売買、貸借の許可、権利の移動の統制、農地の転用の統制、荒廃農地、遊休農地の   
∴利用の斡旋、伸介等を行っ七いる。  
3）栗田漁協÷現在組合貞数270名（正組合員数206名）。専業は100名。后好こ共済・   
指導各事業を行っている。年齢的には高齢化しているが、10年間で20，30代が増加  
し、人数的にはさほど変わっていない。  







してできた。この時期は観光プ一旦であったが、オイルショック以降は低迷してい   
る。現在は府中14軒・文珠11軒・宮津0軒も一軒数は減少傾向にある。  
7）宮津料飲組合「同業者同士の親睦を深めることを目的と七ており、現在76店舗加入   
している。（市内の70～80％ぐら′い。）特別な事業は行っ七いない。  
′8）宮津観光協会一上記の3団体と、交通関係、寺社等から成るこ文殊・府中・宮津・  
－51－   
由良り四支部を持ち、支部構成員峠現在241名。宮津観光の宣伝・紹介を行い、イ   
ベント等そ主催、協賛している。  
9）北近畿タンゴ鉄道（K二T．R．）一1980年「日本国有鉄道経営再建促進特別措置法」   
を受け、富津線では1988年に宮福鉄道（株）が、第三セクタ十鉄道として決定きれ、   
後、北近畿タンざ鉄道に名称が変わり、、1990年転換開業。／宮福線では、、富福鉄道に   
より1988年開業される。京都府知事を代表取締役社長とするのを始め、4市5町の   




10）宮津商工会議所一現在会員数1，002名（商工業従事者の内約半数）。特定業者に偏ら   
ず、普遍的立場で、地域経済、福祉、国際性の発展を図ることを目的としている。  
11）宮津商店街連合会一現在295店加盟。国、府、市からの活性化補助金の窓口とごなり、  
催し物、アメリカ・中国・ニュージーラ、ンドとの関連から．、三国フ土ステイパル、   
フェスティバルm宮寧筆を行い、最近では、商店街の近代化事業l；力を入れてい  
る。  




4節宮津市における開発の現状と問題点   
本筋の課題は、宮津市に串けるリゾート開発の現状と問題点に、つ∨、て明らかにすること  
である。そこで本節では、君津市におし、て重要な位置を占吟る二つの開発であろマンショ  












ある1（Ⅲ－4－1表を参照）。   
これら富津市におけるマンション  
建設は、その開発の過程でいくつか  
の問題を露呈している。   
第一の問題は、マンション建設が  
先行投資を中心に進められていると  
いうことである。   
丹後リゾート構想が、国の承認を   
名  称  進行状況  開発業者   
口  マリントピアⅠ  既  設  「にしがき」   
2  マリントピアⅡ   ク   〃   
3  マリントピアⅤ  工事中   〃   
4  マリントピアⅢ   〃   
5  マリントピアⅣ   ノシ   
6  セバーク由 ク 本町エステート   
7  （マリントピア6）  協諌中  「にしがき」   
8  （マリントピア7）   ク   ク   
9  （マリントピア8）   ′・   ク   
10  （マリントピア9）   ク   ク   
11  未  定   ク   本町エステート   















































後リゾート開発の障害2）ともなりかねない。   
第三の問題は、先行投資による無計画的なマンション開発が、地元住民の生活基盤に深  




津支部によって却下されたという事件、、いわゆる「水戦争」である。   
日置の人口は約900人弱であるが、マンションにリゾート客が集中する夏期には、人口  
－54－  

























治体、住民とわ摩擦は避けられない。   
第四の問題は、開発における地元業者と外来大手業者の争いが、開発そのものに深刻な  













に開発の過程で起こった二つの事件は、そのことを実証してレ、るのではないだろうか。   
【2］ 丹後リゾート大規模公園  
























l、   
何の名目であれ、計画を公開しないことはヾ住民のチェックのない開発を野放し状態に  
することにほかならない。事実、情報が住民に対して公開されていなからたことは、日置  
の乱開発の一因であった。   
したがって、現時点の宮津市においては、住民に対する情報公開、開発への住民の参加  
























3）宮津市『議会議事録』1988年12月、123頁を参照。また、本稿では取り上げなかっ   
たが、大手建設会社・大和ハウスによるホテル建設（「宮津ロイヤルホテル」）に  
－57－   
ついても同様の問題を指摘することができる（宮津市『市議会議事録』1989年12月、   
83－84頁）。  
4）宮津市F議会議事録』1989年12月、84－85頁を参照。このような試みは、宮津市議   
会の中でも様々な形で模索されている。例えば、議会では次のような提案がなされ   
ている。「受け皿づくりには相当の資金を要する‥・無制限に私たちは地域住民の将   
来への財政負担を考えずにして、投資をすることも大変危険な部分があるのではな   
いか、こういうことから一定の規律のあるものについて企業の負担を求めることは   
当然であろう」（宮津市『議会議事録J1989年12月、84－85頁）。市側もこの提起   
を前向きに受け止めて∨－るム  
5）最近、「成長の管理」（GrowthManagement）と呼ばれる考え方が、地域開発   
の新しい流れとして注目されている。「成長の管理政策は、成長を全面的に否定し   
ているわけではなく、無秩序な開発の暴走を抑えるとともに、蘭発が必要な地域へ   
は投資を誘導しきうというものである。」「成長の管理政策を生みだし望ましい都   
市像を提案・実行して′いくのはあくまでも住民である。都市づくりや地域づくりへ   
の住民参加とその制度的保障なしには、成長の管理政策も万能薬たりえないことも   
知っておかなければならない。」（岡田知弘「地域開発の新しい流れ、成長の管理」、   
大垣共立銀行『レポート』、VOl．361991年所収）。  
6）宮津市灯議会議事録』1990年9月、59頁を参照。なお、先行投資によるマンション   
建設の異常な進行に対する措置に限っていえば、1988年9月の時点ですでに「建築   
協定条例」「建築指導要綱」の策定が検討されている（宮津市『議会議事録』1988   
年9月、97頁）。  
ー58－   
Ⅳ‘開≧発 さ れる側◆の声   
一住民ナンケート調査より－  









どのような地域開発が必要なのかということを住民サイドから考えていこうと思う。   
次にこめⅣ章の構成であるが、まずはじめにアンケート調査を行った宮津市内の3地域  
（里披見、文殊、宮本）の地域概要を述べ、その後にアンケ丁ト調査の結果報告とその分  



















［1］ 3地域の概要  

































響を与えていると考えられる。   























めかこの地区ではリゾート開発として新規に行われている計画はない。   
③宮本 宮本に関する資料は少ないため、宮本を含む由良（ゆら）地区全体を中心に述  







ンが栽培されていた。   
エラはユルの転じたもので波が寄せるさまをあらわすという。由良浜では製塩が古くか  
ら行われてきた。山椒（三庄）太夫の伝説の舞台にもなった。官本は丹後由良駅西部にあ  















同じく簡易水道である。 この地区もリゾート開発をするならば、上水道の整備が必要条件  






－62一   















む家が多く、実労層が比較的家に残っていたためだろう。   
それから職業である。職業の分布はアンケート調査と国勢調査に大差はない。ただ農林  
水産業の比率が国勢調査よりアシケートの方が高くなっているが、これは国勢調査には、  
Ⅳ－1－1表 アンケート国答者の属性  
宮津市全体  
里披見  文 殊  宮 本   （1985年国勢調査）   
仝i体  人  数  41人   69人   58人   27，895   
性   男   44％   41％   52％   46．8％   
別   女   56％   59％   48％   53．1％   
年  10 ～ 30 代   7％   17％   7％   3年・4％   
齢  40 ～ 50 代   44％   36％   12％   28．0％   
層  60 代 以 上   49％   46％   53％   23．5％   
農 林 水 産   39％▼・   3％1  26％  14．1％  
職  26％   0％   4％   28．8％  
サービス・観光－   3％：  29％   12％   22．5％  
その昭3次産業   5％   26％   16％   31．1％  
業  15％   16％   24％  
無職その′他   13％   26％   18％   0．9％   
就∴業  者■ 数  14，625   
－63－   
宮津市の半分近くを占め、農林水産業従事者がほとんどいない宮津市街地が含まれており、  
アンケート調査にはそこが含まれていないためと思われるこ地域別の傾向は次のようになっ  
ている。   
里披見は農林水産業（約39％）、製造業（約21％）、専業主鱒（約15％）の順で多くなっ  
ている。製造業とは丹後範緬の製造である。製造業が多いのはこの地域の特徴で他地域で  
























¶64－   
Ⅳ－2－1図 地域指定を知っているか  
N  





紆 計X  
ことが求められるだろう。本節では、宮津市民が、丹後リゾート開発構想について、どの  
程度知っており、さらに個別事業についてどのような評価を下しているのかを、アンケー  
























－65－   
Ⅳ－2－2図 第3セクター会社への出資、出向をしているのを知っていますか  
N  
































－66－   
Ⅳ－2－3図 住民の意向はどのくらい反映されているか  
N  

































－67－   








中人には、分からな†、を含む必翠贋を問う．6段階り選択肢を選んでもらった。   
そ叫では、計画別にアンケ十卜甲結界をとらえていくことにする。   



















1②申長川マリ丁ナ 宮津市の東に位置すろ酉島川の河口周迫にクラブハウスを有す、るマ  
リーナを建設する計画である。これも特に集落別で回答の差異がみられた。知悉度は全体  
－68－   































－69－   
Ⅳ－2－5図 由良川マリーナを知っているか  
計X  
?‥‥‥‖㌫???

























l・   
そして、世塵の里・大規模公園を除けば、概ね、知悉度の高いものについては否定的意見  























○   川   20   30  10   5（】  611  7（】  拍  90  108  























が、大企業にそのほとんどを依存していて、市内の小企業峠下請をするだけであるという   








－72－   
ⅣT3－、2図宮津市のイメ「ジヘの影響  









開発は、ある程度期待されていると考えられる。   
［2］個人的に受けた影響は？これから撃ける影響をどのように考えるか   
リゾート開発の宮津市への影響について住民がどう考えているかを見てきたが、では彼  
らは、自分自身にはこいかなる影響があったのか、またこれからいかなる影響があると考  









－73－   
Ⅳ－3－4図 集落別に見た’、開発の個人的影響に対する意識  








に含まれてしまい、骨折り損と嘆く人もいた。   
次に、見方をかえて地域別に比べてみよう。開発の進行度によって大きく意見の出方に  































だろうと漠然とした期待感を持っているようである。   













4節 住民が求めている開発のあり方   
【1】 宮津市の地域間題  
Ⅳ－4－1図 宮津市の地域間題（集落別）  
??
三－き   
























－76－   





























－77－   






（∋ 現状のままでよい  
（診 もっと地元住人の意見を取り上げるような計画作りが必要だ  
（卦 もっと既存の観光資源を活かすような開発をするべきだ  
④ 住民の憩いの場となるような施設を拡充すべきだ  
⑤ 地域の資本を中心とした開発で地元にもっと利益を還元すべきだ  
（参 東京や大阪の企業による大規模開発をもっと推進すべきだ  
（カ ニれ以上の開発は不必要だ  
⑧ 既存の観光資源に頼らない新しい観光資源の開発を考えるべきだ  
⑨ 市はもっと率先して開発を進めるべきだ  
⑩ もっと長期滞在できるリゾート地を整備するべきだ  




















－78－   
Ⅳこ4－射図 リゾ」ト開発のあり方（職業別♪   






① 現状のままでよい  
（診 もっと地元住人の意見を取り上げるような計画作りが必要だ  
（診 もっと既存の観光資源を活かすような開発をするべきだ  
④ 住民の憩いの場となるような施設を拡充すべきだ  
（9 地域の資本を中心とした開発で地元にもっと利益を還元すべきだ  
⑥ 東京や大阪の企業による大規模開発をもっと推進すべきだ  
⑦ これ以上の開発は不必要だ  
⑧ 既存の観光資源に頼らない新しい観光資源の開発を考えるべきだ  
＠ 市はもっと率先して開発を進めるべきだ  
⑲ もっと長期滞在できるリゾート地を整備するべきだ  









もう一度考えてみるべきセはなし、だろうか。   
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光産業立地はまさに最後の手段（in thelast resort）であり、現在のところ1）ゾート開  
発に頼る以外に過疎地再生の望みがない所も多い。したがってこの研究報告書ではリゾー  
ト開発そのものを全面的に否定するのではなく、地元住民の生活向上に結びつくリゾート  






















































る。この点も改善が必要であろう。   
さらに、このリゾート開発計画の監督機関が国であり、道府県の自立性が事実上、形骸  









支環措置を考えるべきであろう。   
様々な問題点が指摘されるであろうが、、そ／の詳細は報告本文に譲るとして、ここでは私  
達ゼミの議論の中心となった以上の問題点を指摘しつつこの報告書のまとめとしたい。  
ー84－   
◇参考文献十覧◇  
鈴木 茂・小淵 港編   
三木 健   
野村稔合研究所編   
日経産業新聞編   
山田 囲廣   
ユニバーサル 
双書編集委員会編   
谷山 哲郎   
信州大学／地域開発   
と環境問題研究班編   
宮本 憲一他編   
公社問題研究会編  
晃 洋 書 房 1991年   
三 一 書 房 1990年   
野村稔合研究所．1989年   
日本経済新聞社：1989年   
JICC出版局1990年  
『リゾートの総合的研究』  
『リゾート開発 沖縄からの報告」  
陀000年のリゾート産業』   
『リゾート“夢開発”の現場』   
『リゾート列島 日本の危機！』  
rリゾート危険白書」   
F日本ゴルフ列島』  
マ ルジ ュ社 1990年   
講談社現代新書 二1991年  
「ゴルフ場・リゾート開発j   
『地域経済学』   
『だれのための公社・  
第3セクターか』   
『リゾート列島」   
Fリゾート開発を問うj   
FJAPICの野望」   
『リゾートビ 
『リゾートは、今、日本を変える』   
『新過疎時代』  
信  山  社 1990年   
有  斐  閣 1990年  
教育史科出版会．〔11991年   
岩 波 新 書 1990年   
新日 本新書 1991年   
新日本出版社 1986年   
第 一 法 規 1991年   
廣済堂出版 1988年   
ぎ ょ う せい 1986年  
佐藤 誠   
大野 隆男他著  
JAPIC研究会編著 ぎ  
大谷 毅   
野呂 昭彦   
河北新報社編集局編   
ゴルフ場問題  
全国連絡会・編   
NHKおはようジャーナ   
ル取材班＋佐藤誠編   
農政ジャーナリストの会編   
三菱総合研究所・  
大八木智一編   
新潟日報報道部  
『リゾート開発への警鐘』  リサイクル文化社 1990年  
『ドキュメント リゾート』   
『リゾート開発のゆくえ』  
日本評論社 1989年   
農林統計協会 1990年  
『リゾート事業戦略』   
『東京都湯沢町」  
清  文  社 1990年   
潮 出 版 社 1990年   
－85－  
◎ 執 筆 分 担  
岡 田 知 弘   
木 下 真 爾（3回生）   
岩 佐 和 幸（2回生）   
水 本 菜 摘（法学部3回生）   
鳴 滝 敬 詞（3回生）   
田 端 一 哉（3回生）   
川 上 泰 広（3回生）   
細 谷 浩 志（3回生）   
松 井 慎 悟（2回生）   
高 須  愛（3回生）   
藤 井 直 亮（2回生）   
碓 井 博 文（3回生）   
片 岡 秀 明（3回生）   
祇 園 義 朗（3回生）   
田 村 高 明（2回生）   
宮 島 成 男（3回生）  
序   















ー86－   
編 集・後記 




碓井，博文 現地へ足を運ぶと、．“見えるもの”が全然違ってくる。リゾート問題のリア  
ルな現実は、「リゾ⊥寸開発＝悪」のような単純なもんじゃない。いまこそ、  
“地元住民の声”に耳を傾けるべきじゃないか。  




川上 泰広 こめ一年間いろいろな研究をしたけど、それがこの本の完成でむくわれたん  
じゃないかなあ。  
祇園 義朗 大学にはいるまで、何も知らなかった宮津という地域で、調査をすることに  
なったのも何かの縁だったのでしょう。天橋立の存在くらいしか知らなかった  
自分にとって興味深く感じられたのでした。日本はいいよやっぱり。  
木下 真爾 今回、企画係として、アンケートの設定やこの報告書の執筆に取り組んだわ  
けですが、アンケート調査の難しさをいまさらながら痛感しています。もっと  
効率のよいアンケート項目を設定できなかったものかと、反省しきりです。  
高須  愛 ぼんやりと思っていることを文章にするのは大変でした。市当局と住民との  
距離を近づけるよう、努力と自覚を忘れないことが重要なのではないでしょう  
か。今後の宮津市の動きに注目していたいと思います。   
田端 一哉 京都リサーチパークで縮緬の話をうかがい、丹後の先行きの暗さを感じた。  
和服が日本から消える 
う努力が必要だ。田舎を住みよくするには結局地元の人の努力しか頼れない。  
田村．高明 四季型リゾートを月指すなら、学生の運動部の合宿の受け入れを増やすこと、  
それを可能にする施設を建設することがいい手段だと思う。自然にも恵まれて  
いるし、可能だと思う。長野県大町市はモデルになると思う。  
鳴滝 敬嗣 僕は里披見でアンケナ下調査をしました。ほとんどの人がいゃいや答えてい  
たのに、1人のお婆ちゃんは1時間半も話をしてくれた。息子が都会に出て行っ  
たあのお婆ちゃんは今頃どうしているだろう。  
藤井 直売 調査を行なってみて、初めて、リゾート開発に頼らざるを得ない地方の実状  
を感．じた。地方の将来を考えるならばこそのものであるが、よき将来のために  
は、現在の催民の理解と協力がもっと必要であろう。  




松井 憤悟 宮津市は二度日の訪問だったが、もう一度行らてみたいと思う占宮津市に訪  
れる人みんながもう一度ここへ来たいと思えるように、観光設備だけでなく、  
いろいろな面で魅力的な街づくりをしていったらいいんではないでしょうか。  
水本■菜摘 地元は案外まちづく・りを真剣に考えている。青年会議所も独白の案を構想し  
ていた。まず大切なのは、こうしたアイデアを元に地域住民が重層的に話し合  
い、地域のあるべき将来について共通のイメージを持つことだと思う。  
宮島 成男 なれないり－プロを連日便？て、、すっかり肩コリになってしまった。そう言  
えば、里披見にアンケート調査に入った時に「肩コリがひど－てのお」と30分  
くらいグチをこぼしていたおばあちゃんは今でも肩コリだろうか。   
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